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一定の病気等にかかっている者等に対する臨時適性検査については、臨時適性検査事務

取扱要領の制定について（平成15年３月31日付け沖例規免第１号。以下「旧例規通達」と

いう ）に基づき実施しているところ、道路交通法（昭和35年法律第105号）の一部が改。

正され、運転免許試験に合格した者又は運転免許を受けた者が一定の病気等に該当するこ

ととなったと疑う理由があるときは、臨時適性検査のほか、一定の要件を満たす医師の診

断書を提出すべき旨を命ずることができることとされたこと等を踏まえ 「一定の病気等、

に係る運転免許関係事務に関する運用上の留意事項」を別紙のとおり定め、令和４年12月

27日から実施することとしたので、事務処理上誤りのないようにされたい。

なお、旧例規通達は、同日付けで廃止する。

基本的な考え方第１

１ 道路交通法の一部を改正する法律（平成13年法律第51号）による改正（平成14年６

月１日施行）

「障害者に係る欠格条項の見直しについて （平成11年８月障害者施策推進本部決」

定）等を踏まえ、運転免許（以下「免許」という ）が国民生活に密接に関わるもの。

である一方で、交通事故が発生した場合には他人の生命・身体を損ないかねないとい

う性格を有していることに鑑み、交通の安全と障害者の社会参加の両立の確保の観点

から、障害者に係る免許の欠格事由について見直しを行ったものである。

その結果、そもそも安全な運転に必要な身体的能力や知的能力は運転免許試験（適

性試験、技能試験及び学科試験。以下「試験」という ）で確認することが基本であ。

り、また、病気にかかっている場合や身体の障害が生じている場合であっても自動車

等の安全な運転に支障がない場合や支障がない程度まで回復する場合もあると考えら

れることから、障害者に係る免許の欠格事由についてその全てを廃止し、自動車等の

安全な運転の支障の有無により免許取得の可否を個別に判断することとしたものであ

る。

２ 道路交通法の一部を改正する法律（平成19年法律第90号）による改正（平成21年６

月１日施行）

高齢の免許保有者は年々増加しており、これに伴い、75歳以上の運転者が第１当事

者となった免許保有者数当たりの死亡事故件数が他の年齢層のものに比べて高くなっ

ているなど、高齢運転者に係る事故情勢は極めて厳しいものとなっていた。また、認

知症有病率は加齢と共に増加し、高齢運転者の事故の特徴を見ると、運転に必要な記

憶力・判断力の低下が原因とみられる出会い頭の事故や一時不停止による事故等の割

合が高くなっていた そこで 75歳以上の免許保有者に対して 運転免許証 以下 免。 、 、 （ 「

許証」という ）の有効期間の更新（以下「免許証の更新」という ）等の機会に認。 。



知機能検査を受けることを義務付けるとともに、都道府県公安委員会（以下「公安委

員会」という ）は検査結果に基づく高齢者講習を行うこととしたものである。。

３ 道路交通法の一部を改正する法律（平成25年法律第43号）による改正（平成26年６

月１日施行）

意識障害を伴う発作を起こす持病を有する運転者による交通事故が相次いで発生

し、これらの運転者が持病を有することを申告せずに免許証の更新を繰り返していた

ことが明らかとなった。このため、免許を受けようとする者に対し、病気の症状に関

する質問票を交付することができることを法律上明記し、その虚偽記載に対する罰則

を設けること等により、一定の病気等にかかっているかどうかを公安委員会が的確に

把握し、免許の拒否・取消し等の行政処分を適切に行うこととしたものである。

４ 道路交通法の一部を改正する法律（平成27年法律第40号）による改正（平成29年３

月12日施行）

75歳以上の運転者による交通死亡事故件数及び交通死亡事故全体に占めるその割合

、 、が増加傾向にあり 年齢層別免許保有者10万人当たりの交通死亡事故件数については

75歳以上の者によるものが75歳未満の者によるものの2.5倍以上となっているなど、

高齢運転者に係る交通事故情勢は極めて厳しいものとなっていた。そこで、一定の違

反行為をした75歳以上の運転者に対して臨時認知機能検査の受検を義務付けるととも

に、その結果が一定の基準に該当した場合には検査結果に基づく臨時高齢者講習の受

講を義務付けることとしたものである。また、公安委員会は、認知機能検査の結果、

認知症のおそれがあると判断された者について、その者の違反状況を問わず、臨時適

性検査を行い、又は一定の要件を満たす医師の診断書の提出を命ずることとしたもの

である。

５ 道路交通法の一部を改正する法律（令和２年法律第42号）による改正（令和４年５

月13日施行）

認知機能検査の結果、認知症のおそれがあると判断された者については、公安委員

会は、臨時適性検査を行い、又は診断書の提出を命ずることとされているが、免許を

受けた者が免許の取消し等の事由となる一定の病気等に該当する疑いがある場合につ

、 、 、いては 公安委員会は 臨時適性検査を行うことができることとはされていたものの

診断書の提出を命ずることができることとはされていなかった。この点に関し、実務

上は、かかりつけ医等の診断書を任意で提出すれば、臨時適性検査を改めて行うこと

とはしないとする運用が定着していたところ、こうした運用実態に鑑み、迅速・効率

的な行政処分のため、一定の病気等に該当する疑いがある者について、臨時適性検査

のほか、診断書の提出を命ずることができることとしたものである。

運用上の留意事項第２

１ 一定の病気にかかっていること等を理由とする免許の拒否又は取消し等

⑴ 免許（仮運転免許（以下「仮免許」という ）を除く ）の拒否又は取消し等。 。

ア 内容

公安委員会は、試験に合格した者のうち、幻覚の症状を伴う精神病であって政

令で定めるもの、発作により意識障害若しくは運動障害をもたらす病気であって

政令で定めるもの又はその他自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある



病気として政令で定めるものにかかっている者等については、６月以内にこれら

に該当しないこととなる見込みがある場合には６月を超えない範囲内において免

許を保留することとし、その他の場合には免許を与えないこととされている（法

第90条第１項第１号から第２号まで及び令第33条第１項 。）

一方、免許を受けた者が、上記の病気にかかっている者等であることが判明し

たときは、その者の住所地を管轄する公安委員会（以下「住所地公安委員会」と

いう ）は、６月以内にこれらに該当しないこととなる見込みがある場合には６。

月を超えない範囲内で期間を定めて免許の効力を停止し、その他の場合には免許

を取り消すこととされている（法第103条第１項第１号、第１号の２及び第３号

並びに令第38条第１項及び第３項 。）

また、免許を受けた者が、目が見えないこと、体幹の機能に障害があって腰を

かけていることができない身体の障害、四肢の全部を失った身体の障害若しくは

四肢の用を全廃した身体の障害又はその他自動車等の安全な運転に必要な認知又

は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなる身体の障害（法第91条の規定によ

り条件を付し、又はこれを変更することにより、その能力が回復することが明ら

かであるものを除く ）が生じている者であることが判明したときは、その者の。

住所地公安委員会は、その他自動車等の安全な運転に必要な認知又は操作のいず

（ 、れかに係る能力を欠くこととなる身体の障害 法第91条の規定により条件を付し

又はこれを変更することにより、その能力が回復することが明らかであるものを

除く ）が生じているが、法第91条の規定により条件を付し、又はこれを変更す。

ることにより、６月以内に当該障害が自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそ

れがなくなる見込みがある場合には、６月を超えない範囲内で期間を定めて免許

の効力を停止し、その他の場合には免許を取り消すこととされている（法第103

条第１項第２号及び令第38条第２項 。）

イ 具体的な運用基準

主な病気ごとの具体的な運用基準は、運転免許の効力の停止等の処分に関する

取扱規程（平成10年沖縄県公安委員会規程第２号）別記「一定の病気に係る免許

の可否等の運用基準 （以下「免許の可否等の運用基準」という ）のとおりで」 。

あるので、これに準拠して適切な対応を行うこと。

なお、免許の可否等の運用基準に記載のない病気については、その都度、警察

本部運転免許試験課（以下「運転免許試験課」という ）宛てに照会すること。。

ウ 留意事項

免許の保留又は効力の停止の処分の基本量定の期間(ア)

免許の保留又は効力の停止の処分を行う場合の基本量定の期間は、次のとお

りとする。

ａ 一定の病気等にかかっていることを理由として行う免許の保留又は効力の

停止の場合（令第33条第１項第２号並びに令第38条第１項第２号及び第３項

第２号）

法第90条第１項第１号から第２号まで又は法第103条第１項第１号、第１

号の２若しくは第３号に該当しないこととなるのに要すると見込まれる期間



ｂ 一定の身体の障害が生じていることを理由として行う免許の効力の停止の

場合（令第38条第２項第２号）

法第91条の規定により条件を付し、又はこれを変更することにより、当該

障害が自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがなくなるのに要すると

見込まれる期間

迅速かつ的確な対応(イ)

免許の拒否又は取消し等については、免許を受けようとする者又は免許を受

けた者の権利義務に大きく影響を及ぼすこと及び当該処分は交通の安全を確保

するためのものであることを踏まえて、迅速かつ的確な対応を行うこと。

免許の再取得を念頭に置いた丁寧な対応(ウ)

一定の病気等に該当することを理由に免許の取消しを行う場合は、免許の再

取得（４参照）の説明をした上で、免許の再取得の申請を行う場合は申請前に

安全運転相談窓口（沖縄県警察運転免許センター及び各支所に設置された安全

運転相談窓口をいう。以下「相談窓口」という ）に相談するよう教示するな。

ど、丁寧な対応を行うこと。

質問票等の虚偽記載の確認(エ)

一定の病気等に該当することを理由に免許の取消しを行う場合、直近の質問

票（法第89条第２項、第101条第４項又は第101条の２第２項に規定する質問票

をいう。以下同じ ）又は報告書（法第101条の５の規定により提出された報。

告書をいう。以下同じ ）について虚偽記載の有無を確認し、所要の措置を講。

ずること。

なお、確認に当たっては、申請者が当該質問票又は報告書を記載する時点に

おける症状の認識状況について聴取すること。

その他(オ)

身体の障害については、試験で判断することができることから、免許の拒否

又は保留の対象となっていないことに留意すること。

⑵ 仮免許の拒否又は取消し

ア 内容

公安委員会は、仮免許の試験に合格した者が幻覚の症状を伴う精神病であって政令で

定めるもの、発作により意識障害若しくは運動障害をもたらす病気であって政令で

定めるもの又はその他自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある病気とし

て政令で定めるものにかかっている者等に該当するときは、これらの病気にかかっ

ている者に該当する場合において６月の間自動車等の安全な運転に必要な認知、予

測、判断又は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなるおそれがある症状を呈し

ないと認められるときを除き、仮免許を与えないこととされている（法第90条第13

項及び令第33条の５の２ 。）

また、仮免許を受けた者が、上記の病気にかかっている者等であることが判明したと

きは、住所地公安委員会は、これらの病気にかかっている者に該当する場合におい

て６月の間自動車等の安全な運転に必要な認知、予測、判断又は操作のいずれかに

係る能力を欠くこととなるおそれがある症状を呈しないと認められるときを除き、



仮免許を取り消すこととされている（法第106条の２第１項及び令第39条の３第１

項第１号 。）

イ 具体的な運用基準

⑴イに準じて適切な対応を行うこと。

ウ 留意事項

仮免許の保留又は効力の停止については、仮免許の有効期間が６月とされていること

に鑑み、制度上設けられていないことに留意すること。

⑶ 国際運転免許証等を所持する者に対する自動車等の運転禁止

ア 内容

国際運転免許証等を所持する者が、幻覚の症状を伴う精神病であって政令で定

めるもの、発作により意識障害若しくは運動障害をもたらす病気であって政令で

定めるもの又はその他自動車等の安全な運転に支障を及ぼすおそれがある病気と

して政令で定めるものにかかっている者等であることが判明したとき（法第107

条の４第３項の規定により、その者の身体の状態に応じた必要な措置をとること

、 。） 、を命じても なお自動車等の運転に支障を及ぼすおそれがある場合に限る は

住所地公安委員会は、１年を超えない範囲内の期間、その者が自動車等を運転す

ることを禁止することができることとされている（法第107条の５第１項及び令

第40条第１項第１号 。）

イ 具体的な運用基準

⑴イに準じて適切な対応を行うこと。

２ 相談窓口の充実等

⑴ 問合せへの適切な対応

運転免許（以下「免許」という ）の拒否又は取消し等に関する事項や免許の取。

得又は継続（以下「免許の取得等」という ）に関する問合せに対しては、相談窓。

口や警察署（免許更新申請を受理する交番及び駐在所を含む。以下同じ ）におい。

て、制度の趣旨、内容等を十分説明するとともに、免許の取得等に係る具体的な運

用基準について照会がなされた場合には 「免許の可否等の運用基準」を説明する、

など適切な対応を行うこと。

なお、個人の具体的な病気の症状等を示した上で、免許の取得等の具体的可能性

について問合せがあった場合には、相談窓口において一元的に対応することとし、

その旨を関係部署へ周知徹底すること。

⑵ 各種相談への適切な対応に向けた体制の確立

相談窓口においては、相談件数の増加及び相談内容の複雑化が予想される中で、

これら相談に適切に対応するため、その体制の整備や相談室等の場所の確保に留意

するとともに、担当職員に対して専門的知識及び適切な対応要領等に関する指導教

養を十分に行うこと。

⑶ 安全運転相談の実施

免許の取得等の可能性等に係る安全運転相談への対応を行うに当たっては 「免、

許の可否等の運用基準」等を説明するとともに、安全運転相談を申し出た者（以下

「相談申出者」という ）の病気の症状等の聴取（以下「個別聴取」という ）を。 。



行い、その内容に応じて適切な対応を行うこと。この場合において、相談申出者が

安全運転相談を終了した時点で、免許の取得等が可能であると認められたときに限

り、当該申出者に対し、安全運転相談終了書（様式第１号）を交付すること。

また、免許申請又は免許証の更新申請（以下「免許申請等」という ）の際にお。

ける迅速かつ適確な対応を行うため、運転適性相談受理表（様式第２号）及び運転

適性相談実施記録簿（様式第３号）を備え付け、プライバシー保護に留意し、適切

に保管すること。

なお、相談窓口においては、

・ 相談申出者のプライバシー保護に十分配慮すること。

・ 相談申出者の心情に十分配慮した適切な応接を行うこと。

・ 自動車等の安全な運転に支障のない者が免許の取得等をできないことがない

よう、また、自動車等の安全な運転に支障のある者が免許の取得等をすること

のないよう、適切な対応を行うこと。

に配意すること。

３ 免許申請等における質問票の交付等に関する留意事項

⑴ 質問票の交付及び受付

法第89条第２項、第101条第４項及び第101条の２第２項の規定による質問票（道

路交通法施行規則（昭和35年総理府令第60号。以下「府令」という ）別記様式第。

12の２）の交付は、免許申請等において申請書を提出しようとする者（以下「申請

者」という ）の全てに対して行うこと。。

提出された質問票については、申請者に対し、記載漏れや誤記の有無を確認した

後に受け付けること。この際、申請者が誤記等を理由に訂正を申し出た場合には、

、 。誤記等に係る質問票を回収した上で新たな質問票を交付し 改めて記載させること

なお、誤記等に係る質問票は、申請者の面前において、復元できない措置を講ず

ること。

また、記載漏れについては、申請者に是正を求め（行政手続法（平成５年法律第

88号）第７条 、これに応じない場合には、以後の手続を打ち切ること。）

⑵ 免許申請等における記載場所の整備

免許申請書又は免許証更新申請書（以下「免許申請書等」という ）を記載する。

場所においては、申請者の手元が周囲から見られることのないよう目隠し板を設け

るなどプライバシーの保護に必要な措置を確実に講ずること。

⑶ 免許申請等の窓口における対応

免許申請書等と質問票の提出については、申請者のプライバシーが害されること

のないよう、特段の配意をすること。

また、業務の一部を外部に委託している場合は、委託先の職員に対する指導を行

うこと。

、 、なお 指定自動車教習所等において仮運転免許の申請が行われる場合については

８⑵のとおり運用すること。

⑷ 個別聴取の実施等

ア 質問票の回答による対応



質問票の提出を受けた場合において、当該質問票回答欄の「はい」にチェック

があるときは、個別聴取を行い、その内容に応じて適切な対応を行うとともに、

個別聴取受理表（様式第４号）及び個別聴取実施記録簿（様式第５号）を備え付

け、プライバシー保護に留意し、適切に保管すること。

なお、個別聴取に当たっては、

・ 申請者のプライバシーの保護に十分配慮すること。

・ 申請者の心情に十分配慮した適切な応接を行うこと。

・ 自動車等の安全な運転に支障のない者が免許の取得等をできないことがな

いよう、また、自動車等の安全な運転に支障のある者が免許の取得等をする

ことのないよう、適切な対応を行うこと。

に配意すること。

イ 個別聴取の実施場所の確保等

個別聴取については、プライバシー保護の観点から、申請窓口以外の場所にス

ペースを確保して行うとともに、当該場所が個別聴取の実施場所であることが外

見上分からないように配意すること。

また、申請者を個別聴取の実施場所に誘導するに当たっては、プライバシー保

護の観点から、申請者が個別聴取を受ける者であることが分からないよう配意し

た誘導方法をとること。

ウ 安全運転相談終了書の交付を受けた者に対する取扱い

質問票の提出を受け、個別聴取を行う場合において、申請者がこれらの申請前

１年（病状により６月）以内に安全運転相談を終了した者であるときは、安全運

転相談終了後の病状の変化に重点を置いたより簡単な聴取による対応が可能であ

ることに留意すること。

また、住所地公安委員会以外の公安委員会（以下「住所地外公安委員会」とい

う ）の安全運転相談終了書の交付を受けた者から免許申請等を受けた場合は、。

免許の取得の可否の判断は住所地公安委員会が行うものであることに鑑み、住所

地公安委員会において、再度、病気の症状等について聴取を行った上で免許の取

得等の可否を決定すること。

エ 警察署等において免許証の更新申請が行われる場合の留意事項

臨時適性検査の必要性を認めた場合の措置(ア)

警察署における個別聴取の結果、臨時適性検査又は診断書提出命令（以下こ

のエにおいて「臨時適性検査等」という ）を行う必要があると認める場合に。

は、当該警察署においては、臨時適性検査等を行うことが適当と認める旨を運

転免許試験課に連絡するとともに、当該申請者に対しては、運転免許試験課か

ら後日臨時適性検査の通知等がなされる可能性があること等を教示すること。

なお、この場合において、申請者が自動車等の運転に必要な適性検査（視力

検査等）に合格したときは、免許証の更新は可能であるので、その旨留意する

こと。

運転免許試験課と警察署との連携(イ)

安全運転相談終了書の交付を受けた者が 免許証の更新申請を行った場合 ウ、 （



参照）及び申請者に対して臨時適性検査等を行う必要があると認められる場合

において迅速かつ適確な対応が行われるよう、運転免許試験課と警察署の間で

緊密な連絡を図るための所要の措置を講ずること。

⑸ 質問票の適正な管理

質問票に虚偽の記載をして提出した者については、法第117条の４第２号違反が

成立することとなることから、質問票の管理には十分注意するとともに、９年間保

存すること。

なお、記載から３年が経過した質問票のうち、当該質問票を記載した者が新たに

質問票又は報告書（府令別記様式第18の５ （以下「質問票等」という ）を提出） 。

した場合については、この限りでない。

⑹ 経由申請を行う者に対する取扱い等

法第101条の２の２の規定による住所地外公安委員会を経由した免許証の更新申

請（以下「経由申請」という ）を行う者に対しては、その申請書を備え付ける場。

所に質問票に係る案内文書（経由申請を行う者が提出した質問票について、回答欄

の「はい」にチェックがあるときは、経由申請を受け付けた後に住所地公安委員会

から病気の症状等について聴取される旨が記載されたもの）を用意し、申請者が経

由申請をする前に当該文書の内容を把握できるようにしておくこと。

また、質問票回答欄の「はい」にチェックがある場合は、当該申請者に対し、上

記の案内文書の内容を教示すること。

なお、経由申請を受け付けることとなる住所地外公安委員会においては、経由申

請を受け付けないこととする根拠はないこと及び当該申請者に対して個別聴取を実

施する必要はないことに留意すること。

４ 一定の病気に該当すること等を理由として免許を取り消された者が免許を再取得す

る場合における試験の一部免除に関する留意事項

⑴ 内容

一定の病気に該当すること等を理由に免許を取り消された者が、その後、病気等

の回復等によりその者が受けていた免許を再取得しようとする場合において、その

者の免許が取り消された日から３年以内であるときは、試験の一部を免除すること

とされている。ただし、免許の再取得をしようとする者が、免許を取り消された日

前の直近において提出した質問票等に虚偽の記載をした場合については、試験の一

部免除の対象外となる（法第97条の２第１項第５号 。）

⑵ 留意事項

ア 質問票等の確認

本制度に基づき試験の一部を免除する場合は、免許を取り消された日前直近に

提出された質問票等の記載状況を確認すること。

直近に提出された質問票等が、免許の再取得の申請を受け付けた公安委員会と

は異なる公安委員会において保管されている場合には、直近の質問票等を保管す

る公安委員会に対し、記載状況を照会すること。

イ 運転免許管理課との連携

法第100条の２第１項に規定する基準該当初心運転者で再試験を受けていない



者等令第34条の３第６項各号）については、試験の一部免除の適用対象にならな

いことから、交通部運転免許管理課に該当の有無を確認すること。

ウ 取消事由が消滅したことの確認

一定の病気にかかっていること等を理由に免許を取り消された者が免許の再取

得の申請を行った場合は、取り消された免許の処分事由が消滅したことを確認す

ること。

５ 一定の病気等に係る報告を求める場合の留意事項

⑴ 内容

公安委員会は、一定の病気等に該当するかどうかを把握するため免許申請等の際

に申請者に対して質問票を交付できることとされているところ、免許申請等以外の

場合において、第三者の通報等によって一定の病気等に該当する疑いを把握する場

合もあることから、公安委員会は、一定の病気等に該当するかどうかを調査するた

め必要があると認めるときは、免許を受けた者に報告を求めることができることと

されている（法第101条の５ 。）

⑵ 留意事項

ア 報告を求める場合の判断基準

交通事故の状況等から、一定の病気等に該当するかどうかを調査する必要があ

る場合に報告を求めるものとする。

イ 報告を求める方法等

免許を受けた者に対して報告書（府令別記様式第18の５）を手交し、速やかに

その提出を受けること。

なお、受取拒否等をする免許を受けた者については、臨時適性検査又は診断書

提出命令の実施を検討すること。

ウ 報告書の適切な管理

虚偽の報告をした者については法第117条の４第２号違反が成立することとな

ることから、報告書の管理には十分注意するとともに、９年間保存すること。

なお、記載から３年が経過した報告書のうち、当該報告書を記載した者が新た

に質問票等を提出した場合については、この限りでない。

６ 一定の病気等に係る医師の届出等に関する留意事項

⑴ 内容

医師が、患者の病状から判断して運転に支障があると認めた場合は、当該患者の

診察結果を公安委員会に任意に届け出ることができることとされており、当該届出

行為は、守秘義務違反とならないこととされている（法第101条の６第１項及び第

３項 。）

⑵ 留意事項

ア 届出の受付の要領

届出の受付に当たっては、届出を行う医師の負担を軽減するとともに、一定の

病気等の診察結果という極めて機微な情報を取り扱うことを踏まえ、次の措置を

講ずること。

口頭による届出があった場合の措置(ア)



医師が、警察署等の窓口において口頭により届出を行おうとした場合は、医

師の本人確認を行った上で、届出書（沖縄県道路交通法施行細則（昭和47年沖

縄県公安委員会規則第10号。以下「細則」という ）様式第16号）を交付し、。

これに記載させること。

この際、当該医師が届出書への記載を拒んだときは、届出内容を聞き取り、

これを記録化することにより対応すること。

電話による届出があった場合の措置(イ)

医師が、電話により届出を行おうとした場合は、医師の本人確認を行った上

で、当該医師に対し、運転免許試験課に「届出書及び返送用封筒等の郵送」か

「届出書の電子データをＥ-mailに添付して送信」のいずれかを選択できる旨

の説明をすること。この際、当該医師が届出書への記載を拒んだときは、届出

内容を聞き取り、これを記録化することにより対応すること。また、Ｅ-mail

での送信を希望した場合は、医師から運転免許試験課へのデータ送信は、ＰＤ

Ｆデータに変換した上で行うよう依頼すること。

文書等による届出があった場合の措置(ウ)

により、医師が届出書を郵送又はデータの送信を行ってきた場合は、医師(イ)

の届出として受け付けること。

また、イによることなく、医師が文書の郵送等によって届出を行ってきた場

合は、医師の本人確認を行った上で受け付けること。

受付後の措置(エ)

届出を受け付けた所属の長は、届出受理書（様式第６号）により速やかに交

（ 「 」 。） 。通部運転免許試験課長 以下 運転免許試験課長 という に報告すること

また、報告を受けた運転免許試験課長は、速やかに臨時適性検査又は診断書

提出命令及び当該検査等の実施に伴う免許の効力停止（７⑸参照）について、

必要な措置を講ずること。

イ 住所地外公安委員会に係る届出を受けた場合の措置

報告を受けた運転免許試験課長は、報告に係る免許保有者の住所が他の公安委

員会の管轄区域内にある場合は、速やかに当該公安委員会に対して届出移送通知

書（細則様式第16号の５）により通知すること。なお、他の公安委員会から通知

を受けた運転免許試験課長は、ア に準じて措置すること（法第101条の６第４(エ)

項 。）

⑶ 医師からの確認要求に対する回答要領

ア 内容

医師は、⑴の届出を行うかどうかを判断するため必要があるときは、その診察

を受けた者が免許を受けた者であるかどうかを公安委員会に確認することができ

ることとされている。一方、公安委員会は、医師からその診察を受けた者が免許

を受けた者であるかどうかについて確認を求められたときは、これに回答するこ

ととされている（法第101条の６第２項 。）

イ 留意事項

確認要求を行う医師の負担を軽減するとともに、行政機関が保有する個人情報



を提供することを踏まえ、次の措置を講ずること。

口頭による確認要求があった場合の措置(ア)

、 、医師が 警察署等の窓口において口頭により確認要求を行おうとした場合は

医師の本人確認を行った上で、確認要求書（細則様式第16号の３）を交付し、

これに記載させること。

この際、当該医師が確認要求書への記載を拒んだときは、内容を聞き取り、

これを記録化することにより対応すること。

電話による確認要求があった場合の措置(イ)

医師が、電話により確認要求を行おうとした場合は、医師の本人確認を行っ

た上で、当該医師に対し 「確認要求書及び返送用封筒の郵送」か「確認要求、

書の電子データをＥ－mailに添付して送信」のいずれかを選択できる旨の説明

をすること。この際、当該医師が確認要求書への記載を拒んだときは、内容を

聞き取り、これを記録化することにより対応すること。また、Ｅ－mailでの送

信を希望した場合は、医師から運転免許試験課へのデータ送信は、ＰＤＦデー

タに変換した上で行うよう依頼すること。

文書等による確認要求があった場合の措置(ウ)

により、医師が確認要求書の郵送又はデータの送信を行ってきた場合は、(イ)

医師の確認要求として受け付けること。

また、 によることなく、医師が文書の郵送等によって確認要求を行ってき(イ)

た場合は、医師の本人確認を行った上で受け付けること。

確認要求を受け付けた後の措置(エ)

確認要求を受け付けた所属の長は、確認要求受理書（様式第７号）により速

やかに運転免許試験課長に報告し、報告を受けた運転免許試験課長は、速やか

に確認要求に係る者が免許を受けた者であるかどうかについて調査すること。

また、確認要求に係る者の住所が他の公安委員会の管轄区域内にある場合であ

っても、確認要求を受けた公安委員会で調査を行うこと。

ウ 回答方法

回答は、回答書（細則様式第16号の４）を郵送又は手交することにより行うこ

と。

なお、郵送に当たっては、配達記録等により確実に送達すること。

７ 臨時適性検査、診断書提出命令、臨時認知機能検査及び適性検査の受検等命令（法

第90条第８項又は法第103条第６項の規定による命令をいう。以下同じ ）に関する。

免許の拒否又は取消し等

⑴ 臨時適性検査等に関する通知、命令又は処分等の迅速な対応

臨時適性検査等に関する通知、命令又は処分等に関する事務については、免許を

受けようとする者又は免許を受けた者の権利義務に大きく影響を及ぼすこと及び当

該処分は交通の安全を確保するためのものであることを踏まえて、迅速かつ適確に

処理をすること。

⑵ 法第102条第４項の規定による臨時適性検査又は診断書提出命令を行う場合の判

断基準



法第102条第４項の規定による臨時適性検査又は診断書提出命令については、そ

の理由とされる事由に係る主治の医師（認知症に該当することとなったと疑う理由

があるとして臨時適性検査又は診断書提出命令を行う場合にあっては、認知症に関

。 「 」 。）する専門医又は当該事由に係る主治の医師 以下この⑵において 主治医 という

、 、の診断書の作成及び提出が期待でき それによって判断できると認められる場合は

診断書提出命令を行うこと。それ以外の場合（主治医がいない場合、主治医の診断

書の作成及び提出が期待できない場合等）においては臨時適性検査を行うこと。

⑶ 試験に合格した者が診断書提出命令又は臨時適性検査の通知を受けた場合におけ

る免許の拒否又は保留に関する留意事項

ア 内容

公安委員会は、免許を受けた者に加えて、試験に合格した者に対しても、一定

の病気にかかっていること等を疑う理由があるときは、臨時適性検査又は診断書

提出命令を行うことができることとされている（法第102条第４項 。）

また、公安委員会は、試験に合格した者が、診断書提出命令又は臨時適性検査

の通知（以下この⑶において「診断書提出命令等」という ）を受けた場合は、。

・ 診断書提出命令等を受けたことを理由として免許（仮免許を除く。以下こ

の⑶において同じ ）を保留された者が当該保留の期間内に重ねて診断書提。

出命令等を受けた場合において、その者が診断書提出命令に違反したと認め

るとき又は臨時適性検査を受けないと認めるときは、当該命令に応じないこ

と又は当該適性検査を受けないことについてやむを得ない理由があるときを

除き、免許を与えない

・ それ以外の場合は、６月を超えない範囲内において免許を保留することが

できることとされている（試験に合格した者が、診断書提出命令等を受けた

場合には、６月を超えない範囲内において免許を保留することができること

となる （法第90条第１項第７号及び令第33条の２の２ 。。） ）

イ 診断書提出命令等を受けた者に対する免許の保留の処分の基本量定の期間（令

第33条の２の２第２号）

試験に合格した者が診断書提出命令等を受けた場合（ の場合を除く ）(ア) (イ) 。

処分日から当該診断書提出命令等の結果を踏まえた処分の意思決定が可能と

なると見込まれる日までの期間

診断書提出命令等を受けたことを理由として免許を保留された者が、当該保(イ)

留の期間内に診断書提出命令等を受けた場合

に同じ。(ア)

の「当該診断書提出命令等の結果を踏まえた処分の意思決定が可能となる(ウ) (ア)

と見込まれる日」については、病状等を基に、診断を行うこととなる専門医等

の意見を参考として合理的に見込まれる日とすること。

ウ 留意事項

診断書提出命令等を行う場合には、これを理由とする免許の保留を確実に行(ア)

うこと。

なお、この診断書提出命令等及び免許の保留については、試験に合格した者



に対しては原則として免許を与えなければならないことを踏まえ、速やかに行

うこと。

また、当該診断書提出命令の期日については、３月を超えない範囲内で、対

象者の認知機能検査又は法108条の32の３第１項第３号イに掲げる基準に適合

する運転免許取得者等検査（以下「認知機能検査等」という ）の結果、対象。

者から生活状況等に関する聴取を行った場合は、その結果等を踏まえて、対象

者が住む地域の医療体制等の状況による影響を受けると考えられる診断書作成

に要すると見込まれる期間及び診断書提出後の処分の意思決定に要する期間を

鑑みつつ決定すること。

また、当該臨時適性検査の期日については、試験に合格した者であっても当

該試験に係る適性試験を受けた日から起算して１年を経過すれば、免許を与え

ることができなくなることを踏まえ、その者に不当な不利益を与えることのな

いよう、できるだけ早い期日を指定するよう留意すること。

試験に合格した者が診断書提出命令等を受けたにもかかわらず、当該診断書(イ)

提出命令に応じない場合又は当該臨時適性検査を受けない場合には、当該診断

書提出命令等を理由とする免許の保留の期間内に、再度、診断書提出命令等を

行うこと（令第33条の２の２第１号 。）

また、当該診断書提出命令等の期日についての留意事項は、 のとおりであ(ア)

る。

仮免許試験に合格した者に対しては、診断書提出命令等を理由とした仮免許(ウ)

の拒否又は保留が行うことができない（法第90条第13項）ため、仮免許を与え

なければならないことに留意すること。

また、その者が診断書提出命令等を受け、仮免許を取得した後に、当該診断

書提出命令に応じない場合又は当該臨時適性検査を受けない場合には、そのこ

とを理由として仮免許の取消しの処分を行うことはできず（法第106条の２第

２項 、再度、診断書提出命令等を行うこととなることに留意すること。）

診断書提出命令等の通知については、書面により行うとともに、当該診断書(エ)

提出命令に応じない場合又は当該臨時適性検査を受けない場合における処分等

の可能性を明確に教示すること。

⑷ 免許保有者が臨時認知機能検査を受けない場合、診断書提出命令に応じない場合

及び臨時適性検査を受けない場合における免許の取消し又は効力の停止に関する留

意事項

ア 内容

臨時認知機能検査の通知を受けた者（免許（仮免許を除く。以下この⑷におい

て同じ ）を受けた者に限る ）が、当該通知を受けた日の翌日から起算した期。 。

間（当該通知に係る認知機能検査を受けないことについて令第37条の６の５で定

めるやむを得ない理由のある者にあっては、当該期間から当該事情の存する期間

を除いた期間）が通算して１月を超えることとなるまでに、当該通知に係る認知

機能検査等を受けないと認めるとき、診断書提出命令を受けた者（免許を受けた

者に限る ）が当該命令に違反したと認めるとき（法第104条の２の３第１項前。



段の規定による免許の効力の停止（以下「暫定停止」という ）を受けた者にあ。

っては、当該停止の期間が満了するまでの間に命令に応じないと認めるとき）又

は臨時適性検査の通知を受けた者（免許を受けた者に限る ）が当該通知に係る。

適性検査を受けないと認めるとき（暫定停止を受けた者にあっては、当該停止の

期間が満了するまでの間に適性検査を受けないと認めるとき）は、臨時認知機能

検査の通知を受けた日の翌日から起算した期間（当該通知に係る認知機能検査等

を受けないことについて令第37条の６の５で定めるやむを得ない理由のある者に

あっては、当該期間から当該事情の存する期間を除いた期間）が通算して１月と

なる日、診断書提出命令に係る期限の満了の日又は臨時適性検査の通知がなされ

た期日における住所地公安委員会は、政令で定める基準に従い、その者の免許を

取り消し、又は免許の効力を停止することができることとされている。

具体的には、臨時認知機能検査の通知、診断書提出命令又は臨時適性検査の通

知を受けたにもかかわらず、当該検査を受けないこと又は当該命令に違反したこ

とを理由として免許の効力を停止された者が当該停止の期間内に重ねて臨時認知

機能検査の通知、診断書提出命令又は臨時適性検査の通知を受け、当該検査を受

けないと認める場合又は当該命令に違反したと認める場合は免許を取り消し、そ

れ以外の場合は、６月を超えない範囲内で期間を定めて免許の効力を停止するこ

ととされている。ただし、当該検査を受けないこと又は当該命令に応じないこと

についてやむを得ない理由がある場合は この限りではないこととされている 法、 （

第104条の２の３第３項及び令第39条の２ 。）

また、臨時認知機能検査の通知を受けた者（仮免許を受けた者に限る ）が当。

該通知を受けた日の翌日から起算した期間（当該通知に係る認知機能検査等を受

けないことについて令第37条の６の５で定めるやむを得ない理由のある者にあっ

ては、当該期間から当該事情の存する期間を除いた期間）が通算して１月を超え

ることとなるまでに当該通知に係る認知機能検査等を受けないと認められると

き、診断書提出命令を受けた者（仮免許を受けた者に限る ）が当該命令に違反。

したと認めるとき又は臨時適性検査の通知を受けた者（仮免許を受けた者に限

る ）が当該通知に係る適性検査を受けないと認めるときは、臨時認知機能検査。

の通知を受けた日の翌日から起算した期間（当該通知に係る認知機能検査等を受

けないことについて令第37条の６の５で定めるやむを得ない理由のある者にあっ

ては、当該期間から当該事情の存する期間を除いた期間）が通算して１月となる

日、診断書提出命令に係る期限の満了の日又は臨時適性検査の通知がなされた期

日における住所地公安委員会は、政令で定める基準に従い、その者の仮免許を取

り消すことができることとされている。具体的には、当該臨時適性検査の通知が

仮免許を受けた者から適性検査を受けたい旨の申出があった場合において、その

申出に理由があると認められるときに行われたものである場合を除き、仮免許を

取り消すこととされている。ただし、当該検査を受けないこと又は当該命令に応

じないことについてやむを得ない理由がある場合は、この限りではないこととさ

れている（法第106条の２第２項及び令第39条の３第２項 。）

イ 臨時認知機能検査の通知、診断書提出命令又は臨時適性検査の通知を受けた者



（免許を受けた者に限る ）で当該認知機能検査を受けないもの、当該命令に応。

じないもの又は当該適性検査を受けないものに対する免許の効力の停止の処分の

基本量定の期間（令第39条の２第２項）

処分日から当該認知機能検査等、診断書提出命令又は適性検査の結果を踏まえ

た処分の意思決定が可能となると見込まれる日までの期間（⑶イ 参照）(ウ)

ウ 留意事項

免許を受けた者に対する臨時認知機能検査、診断書提出命令及び臨時適性検(ア)

査は速やかに行うこと。

また、診断書提出命令の期日については、３月を超えない範囲内で、対象者

の認知機能検査の結果、対象者から生活状況等に関する聴取を行った場合は、

その結果等を踏まえて、対象者が住む地域の医療体制等の状況による影響を受

けると考えられる診断書作成に要すると見込まれる期間及び診断書提出後の処

分の意思決定に要する期間を鑑みつつ決定すること。

臨時認知機能検査の通知、診断書提出命令又は臨時適性検査の通知を受けた(イ)

者（免許保有者に限る ）がやむを得ない理由なく当該通知に係る認知機能検。

査等を受けない場合、当該命令に応じない場合又は当該適性検査を受けない場

合は、速やかに免許の効力の停止を行うとともに、当該停止の期間内に、その

者に対して、再度、臨時認知機能検査の通知、診断書提出命令又は臨時適性検

査の通知を行うこと（令第39条の２第２項第２号 。）

やむを得ない理由なく認知機能検査等を受けないこと、診断書提出命令に応(ウ)

じないこと又は臨時適性検査を受けないことを理由として免許の効力を停止さ

れた者が当該停止の期間内に重ねて臨時認知機能検査の通知、診断書提出命令

又は臨時適性検査の通知を受け、その者がやむを得ない理由なく当該通知に係

る認知機能検査等を受けない場合、当該命令に応じない場合又は当該適性検査

を受けない場合の免許の取消しは、速やかに行うこと（令第39条の２第２項第

１号 。）

臨時認知機能検査の通知、診断書提出命令又は臨時適性検査の通知について(エ)

は、書面により行うとともに、やむを得ない理由なく当該通知に係る認知機能

検査等を受けない場合、診断書停止命令に応じない場合又は適性検査を受けな

い場合における処分の可能性を明確に教示すること。

⑸ 暫定停止を行う場合の留意事項

ア 内容

公安委員会は、臨時適性検査又は診断書提出命令（以下この⑸において「臨時

適性検査等」という ）を行う場合において、当該適性検査を受けるべき者又は。

当該命令を受け診断書を提出することとされている者が、交通事故を起こし、当

該交通事故の状況から判断して一定の病気にかかっている者等である疑いがある

と認められるとき、又は医師の診断に基づき一定の病気にかかっている者等であ

る疑いがあると認められるときは、３月を超えない範囲内で期間を定めて免許の

効力を停止することができることとされている（法第104条の２の３第１項及び

令第39条の２第１項 。）



イ 基本量定の期間

臨時適性検査等の結果を踏まえた処分の意思決定が可能となると見込まれる期

間（⑶イ 参照）(ウ)

ウ 処分執行等の方法

暫定停止の執行については、運転免許取消・停止処分書（府令別記様式第19の

３の３）を用いること。

また、法第104条の２の３第１項後段の規定による処分の解除をするときは、

解除通知書（様式第８号）により行うこと。

エ 留意事項

交通事故の範囲及び認知時の措置(ア)

暫定停止の対象となる交通事故は 人の死傷又は物の損壊を伴う交通事故 以、 （

下「対象事故」という ）である。対象事故の発生を認知し、当該対象事故の。

状況から判断して、その者が一定の病気等に該当する疑いが認められる場合に

、 、 。は 速やかに 運転免許試験課長に報告されるよう他部門との連携を図ること

（⑼参照）

対象事故の発生場所を管轄する公安委員会と処分対象者の住所地公安委員会(イ)

が異なる場合の措置

対象事故の発生場所を管轄する公安委員会は、速やかに、処分対象者の住所

地公安委員会に臨適等検討対象者通報書（様式第９号）により通報すること。

また、通報を受けた公安委員会は、速やかに、必要な措置を講ずること。

医師の診断に基づき臨時適性検査等に係る暫定停止を行う場合（法第104条(ウ)

の２の３第１項及び令第39条の２第１項）

次の場合は、暫定停止を行うこと。

・医師が、その診察結果を公安委員会に届け出たこと（６⑴の場合）を端緒

に臨時適性検査等を行う場合

・公安委員会において、一定の病気等にかかっている疑いがある免許保有者

について、その主治医に照会した結果、一定の病気等にかかっている者で

ある旨の回答を得たものの、取消し等の処分の判断ができないことから、

臨時適性検査等を行う場合

処分執行の時機及び執行場所(エ)

暫定停止の処分執行については、法第102条第６項の規定により臨時適性検

査の通知を行う機会又は同条第１項から第４項までの規定により診断書提出命

令を行う機会に行うこと。

また、法第102条第４項の規定による臨時適性検査の実施について意思決定

した後、専門医等の事情により指定日の決定のみができない場合に限り、当該

臨時適性検査の通知に先立って暫定停止の処分執行を行うことができることと

する。

なお、この場合、可及的速やかに指定日を決定し、臨時適性検査の通知を行

うこと。

処分執行の場所については、処分を受ける者の最寄りの警察署とすることが



できる。

弁明の機会の付与(オ)

暫定停止による処分は、事後的に弁明の機会を付与することとなるが、その

手続きは道路交通法の規定に基づく意見の聴取及び弁明の機会の付与に関する

規則（平成６年国家公安委員会規則第27号）第15条に規定する弁明調書により

行うこと。

オ 受検等拒否に係る留意事項

手続上の留意事項(ア)

臨時適性検査の受検又は診断書提出の拒否（以下「臨時適性検査等に係る受

検等拒否」という ）については、免許の効力の停止及び取消しの処分の対象。

、 、となるところ 暫定停止処分中の臨時適性検査等に係る受検等拒否については

法第104条の２の３第３項の規定による免許の効力の停止及び取消しの処分を

行うことはできない。また、臨時適性検査等に係る受検等拒否を理由に暫定停

止処分の解除を行うこともできない。

したがって、暫定停止中に、やむを得ない理由がなく、臨時適性検査等に係

る受検等拒否をした場合は、暫定停止処分の期間の満了をもって、法第104条

（ 「 」 。）の２の３第３項の規定による免許の効力の停止処分 以下 本停止 という

を行うこととなる。

本停止に係る臨時適性検査等の再通知等(イ)

本停止は、暫定停止処分期間の満了日の翌日から執行することとし、本停止

処分の執行に合わせて、速やかに法第102条第１項から第４項までの規定によ

る診断書提出命令又は同条第６項の規定による臨時適性検査の通知を行うこ

と。

本停止の基本量定の期間(ウ)

臨時適性検査等の結果を踏まえた処分の意思決定が可能となると見込まれる

期間（⑶イ 参照）(ウ)

また、本停止期間中に診断書提出命令に応じた場合又は臨時適性検査を受検

した場合には、本停止を解除しなければならないことに留意すること（法第104

4条の２の３第４項 。）

⑹ 適性検査の受検等命令に違反した者に対する免許の拒否又は取消し等に関する留

意事項

ア 内容

公安委員会は、一定の病気等にかかっていること等を理由として免許の保留又

、 、 、は効力の停止を行う場合において 必要があると認めるときは 当該処分の際に

その者に対し、公安委員会が指定する期日及び場所において適性検査を受け、又

は公安委員会が指定する期限までに所定の医師の診断書を提出すべき旨を命ずる

ことができることとされている（法第90条第８項及び法第103条第６項 。）

そして、公安委員会は、上記の命令に違反した者について免許の拒否又は取消

し等を行うことができることとされており、具体的には、上記の命令に違反した

ことを理由として免許の保留又は効力の停止を受けた者が重ねて命令に違反した



場合は、命令に違反したことについてやむを得ない理由がある場合を除き、免許

の拒否又は取消をすることができ、それ以外の場合は、免許の保留又は効力の停

止をすることができることとされている（法第90条第１項第３号、法103条第１

項第４号、令第33条第２項及び令第38条第４項 。）

イ 適性検査の受検命令又は診断書提出命令を行う場合の判断基準

適性検査の受検等命令については、所定の主治医（認知症であることが判明し

たことにより免許の保留又は効力の停止を受けた者にあっては、認知症に関する

専門医又は当該事由に係る主治医。以下このイにおいて同じ ）の診断書の作成。

及び提出が期待でき、それによって判断できると認められる場合は、診断書提出

命令を行うこと。それ以外の場合（主治医がいない場合、所定の主治医の診断書

の作成及び提出が期待できない場合等）においては、適性検査の受検命令を行う

こと。

ウ 適性検査の受検等命令を受けたにもかかわらず、当該命令に違反した者に対す

る免許の保留又は効力の停止の処分の基本量定の期間（令第33条第２項第２号及

び令第38条第４項第２号）

処分の日から当該適性検査の結果（診断書の提出の場合にあっては診断書の結

(ウ)果）を踏まえた処分の意志決定が可能となると見込まれる日までの期間（⑶イ

参照）

エ 留意事項

、 、(ア) 適性検査の受検等命令を受けた者が当該命令に違反した場合には 速やかに

免許の保留又は効力の停止を行うとともに、再度、適性検査の受検等命令を行

うこと。

免許の保留を受けた者が適性検査の受検等命令に違反したことを理由として(イ)

免許の保留及び再度の適性検査の受検等命令を行う場合には、試験に合格した

者であっても当該試験に係る適性試験を受けた日から起算して１年を経過すれ

ば免許を与えることができなくなることを踏まえ、できるだけ早い期日を設定

するよう留意すること。

再度の適性検査の受検等命令を受けたにもかかわらず、やむを得ない理由な(ウ)

く当該命令に違反したことを理由として免許の拒否又は取消しの処分を行う場

合は、速やかに行うこと。

適性検査の受検等命令については、次の書面により行うとともに、命令に違(エ)

反した場合における処分の可能性を明確に教示すること。

a 適性検査の受検命令 細則様式第17号の７

b 診断書の提出命令 細則様式第17号の８

⑺ 認知機能検査等を受けない場合、臨時適性検査等を受けない場合又は適性検査の

受検等命令に違反した場合におけるやむを得ない理由

法第104条の２の３第３項、法第106条の２第２項、令第33条第２項第１号、令第

33条の２の２第１号及び令第38条第４項第１号に規定する「やむを得ない理由」に

ついては、次のものが考えられる。

ア 災害



イ 病気にかかり、又は負傷したこと。

ウ 法令の規定により身体の自由を拘束されていたこと。

エ 社会の慣習上又は業務の遂行上やむを得ない緊急の用務が生じたこと。

オ アからエまでに掲げるもののほか、公安委員会がやむを得ないと認める事情が

あること。

⑻ 専門医との連携

法第102条第１項から第４項までに規定する適性検査並びに法第90条第８項及び

法第103条第６項に規定する適性検査については、専門医の診断により行うことと

されていることから、当該専門医との間で「免許の可否等の運用基準」を踏まえ、

手続について事前に十分な打合せを行うこと。

また、当該適性検査を行う場合には、その通知又は命令に先んじて当該適性検査

の期日を速やかに決定することが必要であるので、専門医との密接な連絡を図るこ

と。

⑼ 他部門との連携

一定の病気等に係る免許の取消し等の事由に該当すると疑う理由がある者等を早

期に発見し適切な対応を図るため、以下の留意事項を踏まえ、臨時適性検査又は診

断書提出命令に係る警察各部門間の連携について適切な対応が図られるよう所要の

措置を講ずること。

ア 法第102条第４項に規定する臨時適性検査又は診断書提出命令の対象となり得

る者（以下「臨適等検討対象者」という ）を発見した所属の措置。

交通事故発生時又は交通違反取締り時はもとより、警察活動を通じて、免許を

受けている者で、臨適等検討対象者であるものを発見した所属の長は、その者の

人定事項及び臨適等検討対象者と認める理由について、速やかに、運転免許試験

課長に通報すること。

イ アの通報を受けた運転免許試験課長の措置

通報を受けた運転免許試験課長は、当該臨適等検討対象者の住所が管轄区域(ア)

内にある場合には、必要に応じて臨時適性検査又は診断書提出命令を行うとと

もに、その結果等に応じ、速やかに免許の取消し等必要な措置をとること。

通報を受けた運転免許試験課長は、当該臨適等検討対象者の住所が他の都道(イ)

府県警察の管轄区域内にある場合には、アの通報内容について、臨適等検討対

象者通報書により、当該都道府県警察に確実に通報すること。

⑽ 一定期間後に行う臨時適性検査又は診断書提出命令

現時点では、免許の取消し等の事由に該当するとは認められないが、病状の進行

等により一定期間後には、免許の取消し等の事由に該当すると疑う理由があると認

められる者に対しては、当該期間の経過後に法第102条第４項の規定による臨時適

性検査又は診断書提出命令を行うこと。

なお、当該適性検査又は診断書提出命令を行う前に当該者から診断書が提出され

ること等により、公安委員会が当該者に対して免許の継続を認めるか、あるいは免

許の取消し等を行うか等の判断ができる場合には、当該適性検査又は診断書提出命

令を行う必要はないことに留意すること。



８ 自動車教習所に対する指導に関する留意事項

⑴ 自動車教習所に対する指導

自動車教習所に対しては、制度の内容等を周知徹底するとともに、プライバシー

の保護に十分注意した対応を行うよう指導すること。

また、教習所に入所しようとする者に対しては、法第90条第１項第１号から第２

号に該当する者については免許の拒否等の対象となること、免許の申請時に病気等

の症状に関する質問に回答しなければならないこと等について説明させるととも

に、本人において免許等の拒否等の対象となる可能性があると認識している場合に

は、事前に相談窓口の利用を促すよう指導すること。

⑵ 仮免許申請に係る対応

ア 指定自動車教習所における対応

仮免許申請に係る事務の委託先である指定自動車教習所に仮免許申請が行われ

る場合には、申請者に対し、質問票に虚偽の記載をして提出した場合は罰則が適

用されることを理解させた上で、正しく申告するよう指導すること。

、 、また 当該指定自動車教習所の職員等には守秘義務が課せられることとなるが

申請者のプライバシー保護を期すため、記入済の質問票は、必要最小限の職員に

。 、 、よって取りまとめさせた上で封緘すること この際 当該教習所の職員において

申請者に対し、口頭により質問票の各項目について記載漏れがないかどうかを確

認させ、誤記等による訂正の申出があった場合は、新たに質問票を交付させると

ともに、誤記等に係る質問票はその旨を明記させ、他の質問票と共に封緘するこ

と。

なお、質問票の回答内容によっては公安委員会より当該申請者に別途連絡する

ことがある旨を申し添えさせること。

イ 運転免許試験課における対応

運転免許試験課においては、指定自動車教習所から提出を受けた質問票回答欄

の「はい」にチェックがある場合には、当該申請者に対して、速やかに個別聴取

を行うこと。

特に、仮免許申請書の受付の委託を受けた指定自動車教習所から警察署に提出

された質問票回答欄の「はい」にチェックがある場合には、警察署においては運

転免許試験課に迅速に連絡するとともに、できる限り申請に係る仮免許証の交付

の前に個別聴取を行うこと。また、このような対応が迅速かつ適切に行われるよ

う、運転免許試験課と警察署との間で緊密な連絡を図るための所要の措置を講ず

ること。

ウ 仮免許の適性検査の委託等

指定自動車教習所に対し、仮免許の学科試験の実施と併せて適性試験の実施に

ついても委託する場合には、委託の内容に適性試験の実施が含まれていることが

明記された委託契約を締結するとともに、指定自動車教習所から適性試験の実施

結果を公安委員会に提出させ、その合否の判定は公安委員会において適切に行う

こと。

９ 広報啓発活動



運転免許制度や、沖縄県警察運転免許センター等において安全運転相談を行ってい

ること等の周知のため、沖縄県警察本部のホームページ、免許申請窓口、自動車教習

所等を通じての広報啓発活動を継続的に推進すること。

様式省略


